
 

資料３ 

 

具体的な施策・重要業績評価 

指標(ＫＰＩ)進捗状況評価票 

【令和元年度 ５施策】 

(第２回協議会審議用) 
 

 

 

 

 

 

 

№ 具体的な施策名         

1 多様な人材の就労支援     

2 安心して妊娠・出産できるサポート体制の充実  

3 安心して子育てができる環境の整備    

4 防災・防犯体制の強化     

5 空き家などの活用      

 

 

 

 



 

具体的な施策・重要業績評価指標（ＫＰＩ）進捗状況評価票 
（対象：令和元年度） 

 

基本目標 １ 市内産業の振興と起業・創業の推進による雇用の確保 

基本的方向 １ 市内産業の経営安定化による雇用機会の維持（経営基盤の強化） 

具体的な施策 ② 多様な人材の就労支援 

主担当課 産業振興課、地域コミュニティ課 

施策概要 

・就労意欲のある方が積極的に地域で活躍できるよう、若い世代の就業機会の拡大、

働く意欲のある高齢者の就業機会の提供などを支援します。 

・講座を開催するなど、出産や介護などの理由により離職した女性の再就職を支援 

するとともに、市内企業におけるワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取組に

ついての啓発を進めます。 

 

１ 重要業績評価指標（KPI） 

指標名 単位 

現状 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ１年度 

目標 

実績 実績 実績 実績 実績 実績 

進捗 進捗 進捗 進捗 進捗 進捗 

① 
いきいきワーク府中

の就職率 
％ 

36.8 

32.1 27.2 26.4 24.8 24.2 23.7 

 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

② 
女性向け再就職支援

の講座数 
講座 

現状値以上 

5 5 5 4 3 3 

 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 

  ※進捗  Ａ：目標達成に向け、順調に進捗している。 

       Ｂ：やや遅れているが、概ね順調に進捗している。 

       Ｃ：遅れが生じている。このままでは目標の達成が難しい。 
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２ 進捗状況評価（担当課） 

【令和元年度の取組内容と評価】 

担当課 

評 価 

①高年齢者の職業紹介事業は自所求人開拓を積極的に取り組み、就職者数227 人、

来所 

者数2,116 人、自所開拓求人数2,591 件と都内でもトップレベル（令和元年度は2番

目）の実績をあげた。 

定年の引上げ等により求職者の年齢がさらに高くなり高年齢者の就労機会がさらに

厳しさを増している状況の中、丁寧な対応を行い再就職につなげた結果、就職者数

は年間220 人前後を堅持している。求職登録者数は増え続けており、評価指標とし

て就職率は低下する結果となった。 

システム改修の遅れにより、一時ハローワーク求人データが配信されないトラブル

もあったが、かねてから自所開拓により地域に密着した求人を求職者に紹介してい

ることで、就職者数も堅調に実績を上げたことは評価できる。 

市とセブン－イレブンとの地域活性化包括協定に基づく「シニア向けお仕事説明会」

や、都の新規事業である「シニア就業支援キャラバン」などに積極的に協力したこ

とにより、新規求職者が増加した。 

②再就職支援講座を3 講座（延3回、受講者26人）実施し、出産や介護等の理由によ

り離職した女性の再就職を支援した。なお、平成２８年度～３０年度までは、東京

都の全額補助を活用して講座を実施していたが、昨年度は当該補助事業の終了によ

り、講座の実施回数が減っている。また、昨年度実施した講座についてはスキルア

ップ等を目的としているため、就職者数を把握していない。 

Ｃ 

【５年間（平成２７年度～令和元年度）の事業の総括】 

担当課 

評 価 

①はつらつ高齢者就業機会創出支援事業は、地域に密着した自所開拓した求人を増

やし、求職者の希望・能力・適性などを考慮したうえで丁寧な対応を行うことで就職

者数も 220人前後を堅持することができた。このことは同事業を行っている 12区市

でトップレベル（令和元年度は 2 番目）の実績を上げていることは大いに評価でき

る。 

高年齢者の求職者は増え続けており、求職者の年齢層も年々高くなっていることか

ら、相談員が高年齢者の希望する職種や、地域に密着し能力・適性に合った求人を

さらに開拓し、より多くの高年齢者が再就職できるよう事業の充実を図る必要があ

る。 

②継続的に再就職の支援を行うことができたが、直近 3 年間は、複数講座の統合や

関係機関との共催講座の実施が困難となるなどの理由から、講座の実施が目標値を

下回っており、回数を増やす必要がある。 

 Ｂ 
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【令和２年度における取組など】 

①ハローワークの求人情報に加えて、勤労者福祉振興公社が独自に集めた求人情報を提供して実

施する概ね55 歳からの無料職業紹介事業「いきいきワーク府中」に対して引き続き支援していく。

求人数及び就職者のニーズに対応するため、ハローワーク府中、東京しごとセンター、東京都労

働相談情報センター等と連携を図り、再就職支援講座や就職面接会を行い、高年齢者の再就職を

支援していく。 

求職者の年齢層も年々高くなっていることから、再就職に結びつけることがより困難な高年齢者

を支援するシニア活用支援員を活用した、おおむね65歳以上の方を対象にした職場体験事業をあ

らたに実施する。 

②引き続き、講座を開催し、出産・育児・介護などの理由により離職した女性の再就職を支援し

ていくとともに、講座を増やすため、関係機関等へ働きかけを行う。 

 

  ※評価 Ａ：取組が順調に進展しており、進捗状況は良好である。 

      Ｂ：取組が進展しており、進捗状況は概ね良好である。 

      Ｃ：取組が遅れており、進捗状況は不十分である。 

 

３ 進捗状況評価（協議会） 

【担当課評価などに対する意見】 

協議会 

評 価 

①の実績については、目標値 36.8％に対して、令和元年度は 23.7％と数値の面で

は厳しい状況ではあるが、市とセブンイレブンとの地域活性包括協定に基づく「シ

ニア向けお仕事説明会」や都の「シニア就業支援キャラバン」などへの積極的な協

力による新規求職者の増加や地域に密着した求人開拓でのマッチングは評価でき

るところである。引き続き、利用者が求める職種の開拓に力を入れるなどの対策と

ハローワーク等との連携強化による就職率向上を目指していただきたい。 

②女性向け再就職支援講座については、都による補助事業制度の終了により、講座

数が減少している状況ではあるが、再就職支援講座については、再就職を目指すス

タートラインとなることからも、利用者ニーズを把握し、再就職に結びつくような

講座運営をお願いしたい。 

Ｂ 

  ※評価 Ａ：目標の達成に向けて、着実に進んでいる。 

      Ｂ：目標の達成に向けて、概ね進んでいる。 

      Ｃ：目標の達成に向けて、改善や工夫が必要である。 
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  具体的な施策・重要業績評価指標（ＫＰＩ）進捗状況評価票 
（対象：令和元年度） 

 

基本目標 ３ 若い世代の出産・子育てへの希望の実現 

基本的方向 １ 若い世代が安心して出産や子育てができるまちづくり 

具体的な施策 ① 安心して妊娠・出産できるサポート体制の充実 

主担当課 子育て応援課、子ども家庭支援課 

施策概要 

・妊娠期からの子育て不安の解消に向けて、適切な情報提供を行うとともに、各種  

健診や教室などを実施します。また、出産前後の家庭の育児や家事を支援し、出産

に係る母親の負担感の軽減を図ります。 

 

１ 重要業績評価指標（KPI） 

指標名 単位 

現状 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ１年度 

目標 

実績 実績 実績 実績 実績 実績 

進捗 進捗 進捗 進捗 進捗 進捗 

① 

Fu-CHUこそだて 

サイト「ふわっと」

アクセス数 

人 

現状値以上 

24,807 26,924 23,887 50,146 59,276 41,115 

 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ 

② 

産前産後家庭 

サポート事業の 

新規登録世帯 

世帯 

現状値以上 

213 224 220 213 269 328 

 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

  ※進捗  Ａ：目標達成に向け、順調に進捗している。 

       Ｂ：やや遅れているが、概ね順調に進捗している。 

       Ｃ：遅れが生じている。このままでは目標の達成が難しい。 
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２ 進捗状況評価（担当課） 

【令和元年度の取組内容と評価】 

担当課 

評 価 

①子育てサイト及びアプリを継続して運営し、幅広く出産や子育ての支援に関する情報提供

を行い、育児に係る不安の解消等を図った。新型コロナウイルスの影響でイベント情報等の

掲載ができなかったことにより一時的にアクセス数等が落ちた。 

②産前産後家庭サポート事業の実施により、育児不安を抱える保護者にきめ細やかな支援を

提供し、育児に係る不安の解消等を図った。 

※全妊婦を対象に、妊婦健康診査、超音波検査、HIV抗体検査、子宮頸がん健診の費用助成（対

象者1,927人、延べ22,856件）をした。母親学級を年11回、両親学級を年11回実施し、延べ897

人の参加があった。離乳食教室年51回（参加者延べ1,072人）、親と子の歯みがき教室年11

回（参加者延べ185人）を実施した。必要時、妊娠届、健診、教室から助産師及び保健師の相

談や訪問につなげた。また、子育て世代包括支援センターとして妊娠届出時に全妊婦に看護

職等による面談を引き続き実施し、母子の保持増進及び安心して子どもを産み育てるための

環境づくりを充実させた。 

Ａ 

【５年間（平成２７年度～令和元年度）の事業の総括】 

担当課 

評 価 

①子育てサイト及びアプリについてはサイトのリニューアル、アプリ機能の追加、多言語機

能の搭載などの取組により成果をあげることができた。 

②産前産後家庭サポート事業の実施により、育児不安を抱える保護者にきめ細やかな支援を

提供し、育児に係る不安の解消等を図った。周知方法を工夫したこと等により登録者も年々

増えているため、今後、事業者数を増やすことなどが課題と捉えている。 

Ａ 

【令和２年度における取組など】 

①市民がより情報を得やすくなるよう、子育てサイト及びアプリの適切な運用を行うとともに、リーフレッ

トの配布を行うほか、メール配信サービス等様々な媒体によりさらなる情報提供に努める。 

②産前産後家庭サポート事業を母子保健担当部署に事務移管することにより、育児不安を抱える保護者によ

りきめ細やかな支援を提供し、育児不安の解消を図る。 

※引き続き、子育て世代包括支援センターとして、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を充実させ

ていく。 

  ※評価 Ａ：取組が順調に進展しており、進捗状況は良好である。 

      Ｂ：取組が進展しており、進捗状況は概ね良好である。 

      Ｃ：取組が遅れており、進捗状況は不十分である。 
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３ 進捗状況評価（協議会） 

【担当課評価などに対する意見】 

協議会 

評 価 

➀子育てサイト及びアプリの継続した運営と幅広い情報提供を行っている事を評価する。新

型コロナウイルスのためイベントが減り、孤立化して育児不安を抱える保護者もさらに増え

ていると思われる。新たに始った事業などの情報も提供し、適切な支援を選択することがで

きるような総合的ウェブサービスの設置により、育児に係る不安を速やかに解消する機能を

つくっていく事を早急に整備していく事を期待する。 

➁産前産後家庭サポート事業は、きめ細やかな支援を提供し、育児に係る不安の解消等をは

かられ、また、周知方法を工夫して、登録者も年々増えていることは評価できる。 

登録者増大に伴い、事業者数を増やすことなどを課題として捉えた取り組みに期待する。 

※子育て世代包括支援センターのコロナ禍への新たな対応。妊娠期から子育て期までの切れ

目のない継続した支援を広げていく事を、今後期待したい。 
Ａ 

  ※評価 Ａ：目標の達成に向けて、着実に進んでいる。 

      Ｂ：目標の達成に向けて、概ね進んでいる。 

      Ｃ：目標の達成に向けて、改善や工夫が必要である。 
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具体的な施策・重要業績評価指標（ＫＰＩ）進捗状況評価票 
（対象：令和元年度） 

 

基本目標 ３ 若い世代の出産・子育てへの希望の実現 

基本的方向 １ 若い世代が安心して出産や子育てができるまちづくり 

具体的な施策 ② 安心して子育てができる環境の整備 

主担当課 保育支援課、子育て応援課、子ども家庭支援課 

施策概要 

・適切な時期に乳幼児の各種健診や訪問を行い、発育と発達の状況把握や疾病の早期

発見に努めることにより、医療などと連携したきめ細かい保健指導を行います。 

また、各種予防接種を実施し、子どもの健康を守ります。 

・待機児童の解消に向け、既存施設の有効活用などのソフト面の手法と施設の整備 

などによるハード面の手法を併用することにより、保育サービス量の拡充に取り組

むとともに、保育の質の向上を目指します。また、地域の様々な人材や団体、施設

などの社会資源との連携や協働を図り、地域全体で子ども・子育てを支える環境づ

くりを進めます。 

・子ども医療費助成など、経済的な支援を行います。 

 

１ 重要業績評価指標（KPI） 

指標名 単位 

現状 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ１年度 

目標 

実績 実績 実績 実績 実績 実績 

進捗 進捗 進捗 進捗 進捗 進捗 

① 新生児訪問実施率 ％ 

97.0 

86.9 86.1 80.7 88.8 82.3 88.0 

 Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ 

② 
特定教育・保育施設

の数 
箇所 

54 

47 50 52 54 57 60 

 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

③ 

安心して出産し、 

子育てできると感じ

ている市民の割合 

％ 

50 

48.5 50.3 49.6 49.7 50.3 54.1 

 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ 

  ※進捗  Ａ：目標達成に向け、順調に進捗している。 

       Ｂ：やや遅れているが、概ね順調に進捗している。 

       Ｃ：遅れが生じている。このままでは目標の達成が難しい。 
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２ 進捗状況評価（担当課） 

【令和元年度の取組内容と評価】 

担当課 

評 価 

①妊娠届出時に看護職による面談を行うことで、妊娠中から医療等関係機関と連携し

ながら、安全安心の出産及び子育支援を行うことができた。 

乳幼児健康診査については、3、4か月児健康診査1,756人（97.7％）、1歳6か月児健

康診査1,891人（94.8％）、3歳児健康診査1,987人（93.3％）と、高水準を維持した。

定期予防接種については、予防接種ナビちっくん（令和元年度末11,854人と増加）及

び里帰り先で接種した費用の償還払いを継続し、平均予防接種率は93.5％と、乳幼児

健康診査と同様に高水準を維持し、子どもの健康維持の役割を果たした。新生児訪問

については、里帰り先で訪問を希望した家庭63件にも里帰り先の自治体に訪問を依頼

し、希望する方全員に訪問を実施することができた（都外里帰り出産出生数の約18％

と推定。都外医療機関（助産院含む。）妊婦健診者数平成30年度334件、令和元年度339

件）。新生児訪問を未利用の家庭については、3、4か月児健診等で状況確認を行った。

新生児訪問においては、産後の母の状況及び発育状況の確認、子育て相談や情報提供

を行える機会であるため、今後も引き続き、受診率を上げる取組を行う必要がある。 

 

②認可保育所（私立保育園）の整備事業候補者を公募し、選定した事業者候補に対す

る施設整備に対して開設準備支援を実施し、令和 2年 4月 1日付けで認可保育所を 4

施設開設した。 

また、市内保育施設に対して、市職員による巡回支援や保育従事者を対象とした研修

などを実施し、保育の質の向上を図った。 

 

③子育て中の親の孤立化の防止や子育て不安の解消を図るため、市内13 か所で子育

てひろば事業を実施したほか、市保育士やボランティアによる子育てひろばや市民団

体の子育てひろば活動への補助を行った。また、義務教育終了前までの児童を対象に、

医療費の助成や児童手当の支給を行い、子育て家庭の経済的負担の軽減を図った。 

Ａ 
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【５年間（平成２７年度～令和元年度）の事業の総括】 

担当課 

評 価 

①乳幼児健康診査や定期予防接種などの事業の実施率は高水準を維持することがで

きた。妊娠届出時の看護職の面談や産後の母子の心身のサポートをする産後ケア事業

を開始したほか、Ｂ型肝炎ワクチンの定期接種化、新生児聴覚検査の費用助成など、

母子の健康を守るサービスを充実することができた。 

 令和元年度からは子ども家庭支援センター「たっち」と母子保健係が１つの課とな

り、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援の体制強化ができた。 

 

②計画的かつ継続的な施設整備により、認可保育所等の定員増を図ることができた。

また、認可外保育施設利用者への補助拡大や私立幼稚園における幼稚園型一時預かり

事業等の実施に加え、保育コンシェルジュによるきめ細やかな相談対応など、施設整

備以外にも様々な取組を進め、待機児童を減少させることができた。 

 

③子育てひろばが１１か所から１３か所に増え、子育て中の親の孤立化の防止や子育

て不安の解消を図ることができた。また、法令等に基づき、手当・医療費助成を継続

実施することにより、子育て家庭の経済的負担の軽減を図ることができた。 

Ａ  

【令和２年度における取組など】 

①妊娠届出時の看護職による全件面接を継続し、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援及び必

要に応じて保健師の継続相談等につなぐ早期支援の体制を維持していく。また、面談を受けた妊婦

に対し、新型コロナウイルス感染症対策を含めた育児パッケージの配布を開始するとともに、産後

の母子の心身のサポ―トを充実させるために開始した産後ケア事業を継続する。定期予防接種では

ロタウイルスワクチンを新たに導入する。新型コロナウイルス感染症蔓延の中でも感染防止に配慮

した各種母子保健サービスを実施する。また、新型コロナウイルス感染症に伴う育児不安などに個

別に丁寧に対応し、母子の健康を守っていく。 

 

②引き続き、待機児童解消に向けて、認可保育所２施設の施設整備を行うほか、保育コンシェルジ

ュによる相談窓口業務を通じて、各子育て世帯に応じた保育サービスの提案を行う。 

 

③地域で子育てひろばを展開するとともに、市立保育所の地域子育て支援拠点の整備を進める。ま

た、法令等に基づき、手当・医療費助成を継続実施することにより、子育て家庭の経済的負担の軽

減を図る。 

  ※評価 Ａ：取組が順調に進展しており、進捗状況は良好である。 

      Ｂ：取組が進展しており、進捗状況は概ね良好である。 

      Ｃ：取組が遅れており、進捗状況は不十分である。 
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３ 進捗状況評価（協議会） 

【担当課評価などに対する意見】 

協議会 

評 価 

子育て支援の取り組みの拡充がすすんでおり、安心して出産、子育てのできる街

に向けた環境整備は着実に進んでいると評価できる。 

① 乳幼児対象の各種検診の受診率が高水準であることに加えて、里帰り出産の家庭

には里帰り先の自治体への訪問依頼を行うなどきめ細かいケアが行われている。

今後は妊娠期から子育て期までの継続した支援体制の継続、強化が期待される。 

② 近隣の自治体とともに待機児童問題は深刻な状況にあったが、認可保育所、認証

保育所の定員増がすすみ、令和元年度は待機児童数が大きく減少している。 

③ 子育て中の親の孤立防止、子育て不安解消の取り組みも継続した取り組みになっ

ており、子育て家庭の経済的負担の軽減策とともに、安心して子育てのできる街

という市民意識にもつながっている。 
Ａ 

  ※評価 Ａ：目標の達成に向けて、着実に進んでいる。 

      Ｂ：目標の達成に向けて、概ね進んでいる。 

      Ｃ：目標の達成に向けて、改善や工夫が必要である。 
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具体的な施策・重要業績評価指標（ＫＰＩ）進捗状況評価票 
（対象：令和元年度） 

 

基本目標 ４ 地域とつながる安心な暮らしの確保 

基本的方向 １ みんなが安心して暮らせる地域づくり 

具体的な施策 ① 防災・防犯体制の強化 

主担当課 防災危機管理課、地域安全対策課 

施策概要 
・全ての市民が安心して暮らし続けられるよう、地域の防災・防犯体制を強化すると

ともに、災害に強い都市基盤づくりを進めます。 

 

１ 重要業績評価指標（KPI） 

指標名 単位 

現状 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ１年度 

目標 

実績 実績 実績 実績 実績 実績 

進捗 進捗 進捗 進捗 進捗 進捗 

① 

日頃から家庭で 

災害に対する備えを

している市民の割合 

％ 

80.0 

62.2 57.4 62 55.8 66.8 68.8 

 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ 

② 
地域安全リーダー 

講習会受講者数 
人 

450 

311 332 354 374 387 400 

 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 

  ※進捗  Ａ：目標達成に向け、順調に進捗している。 

       Ｂ：やや遅れているが、概ね順調に進捗している。 

       Ｃ：遅れが生じている。このままでは目標の達成が難しい。 
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２ 進捗状況評価（担当課） 

【令和元年度の取組内容と評価】 

担当課 

評 価 

①防災訓練及び出前講座の実施、防災情報誌「自主防災ふちゅう」を配布し、市民

による自助の必要性や、各家庭で取り組むことのできる防災対策について説明した。

また、文化センター圏域自主防災連絡会を開催し、地域での共助の取組についての

啓発を行った。 

防災訓練……107回 参加人数 18,320人  出前講座……１６回 

文化センター圏域自主防災連絡会…21回 参加人数 422人 

 

②防犯体制の強化について 

地域安全リーダー講習会については広報ふちゅうや課が発行する広報誌「ニュース

まちかど」、メール配信、警察や各協力団体へ広く呼びかけを行い、昨年度と同数

の 13名が参加した。参加者の層は学校見守りボランティア関係者、自治会、警察協

力団体等がメインであった。参加者のうち 7名が女性の参加者であり、女性の防犯

意識の向上と活躍の幅を広げることができたほか、40歳の若手男性 1名の参加を得

ることができ、活気ある講習会を実施した。 

また、寸劇防犯講話については年１回バルトホールを使用して実施し、約３００名

の参加者に特殊詐欺の最新情報を交えた寸劇を実施し好評を得た。 

Ｂ 

【５年間（平成２７年度～令和元年度）の事業の総括】 

担当課 

評 価 

①同じ地域に住む自治会等の団体が防災について情報共有できる場として、文化セ

ンター圏域自主防災連絡会を創設した。自主防災連絡会の中で、他の団体の取組を

参考にして防災活動を始める団体が出てくるなど、一定の効果があったと考えられ

る。 

 また、自主防災連絡会の活動が、各団体の防災訓練のマンネリ化の防止や、これ

まで地域の防災活動に無関心だった住民の防災活動への参加など、地域の防災活動

の活性化につなげることができた。 

 

②地域安全リーダー講習会の総括 

市内の刑法犯認知件数は、５年連続で減少（平成２７年中は１,８７２件、令和元年

中は１,４５０件 ※年度ではなく、年単位での統計）しており、リーダー講習受講

者を中心とした地域防犯活動もこれに貢献できていると考えている。毎年一定数の

参加者は確保しているが、参加者がやや減少傾向にある。今後はさらに若い世代の

参加者を増やしていく必要があるため、開催の呼びかけ方法を工夫するなど、周知

を図っていく。 

Ｂ 
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【令和２年度における取組など】 

・今後も、自主防災連絡会のみならず、防災訓練や防災出前講座、防災情報誌の発行などをとお

して更なる啓発が必要だと考えられる。 

特に令和元年東日本台風の経験から、水害に対する市民の意識が高まっているため、水害時にお

ける自助・共助や各自で行う備えについて啓発していく。 

 

・地域安全リーダー講習会は、毎年市役所会議室や府中警察署で実施し、市役所・警察署周辺を

パトロールし防犯マップの作製等をしてきた。令和２年度については防犯協会とも協議をした結

果、白糸台文化センターを使用し、東部地域における犯罪の特徴の説明なども講習に取り入れ、

東部地域に密着した形での開催を検討している。令和３年度以降は、令和２年度の実施状況を踏

まえたうえで、各文化センターを拠点に、地域に密着した形での実施も視野に入れていく。 

また、「ながら見守り連携協定」締結企業等へも参加を募るなど、幅広く市民の参加を呼び掛け

ていきたい。 

  ※評価 Ａ：取組が順調に進展しており、進捗状況は良好である。 

      Ｂ：取組が進展しており、進捗状況は概ね良好である。 

      Ｃ：取組が遅れており、進捗状況は不十分である。 

 

３ 進捗状況評価（協議会） 

【担当課評価などに対する意見】 

協議会 

評 価 

① 防災訓練だけではなく、文化センター圏域自主防災連絡会における地域ぐるみの 

活動で、安否確認を全ての圏域で取組むなど今後の防災意識を高める上で有効だ

と評価できる。 

自然災害に対する市民の意識も高まっているからこそ、更なる防災についての周

知、情報発信を継続してお願いしたい。 

 

② 地域安全リーダー講習会は参加者増に至っていない。 

総括にある通り若い世代の参加を増やすことが急務と考える。ただ、参加者の 

半数が女性だったことは大きな成果と評価できる。 

今期は文化センターでの地域に密着した講習を企画するなど工夫がみられる。 

広く呼びかけをしていただき、次の地域に繋げていただきたい。 

Ｂ 

  ※評価 Ａ：目標の達成に向けて、着実に進んでいる。 

      Ｂ：目標の達成に向けて、概ね進んでいる。 

      Ｃ：目標の達成に向けて、改善や工夫が必要である。 
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具体的な施策・重要業績評価指標（ＫＰＩ）進捗状況評価票 
（対象：令和元年度） 

 

基本目標 ４ 地域とつながる安心な暮らしの確保 

基本的方向 ２ 地域コミュニティの活性化 

具体的な施策 ② 空き家などの活用 

主担当課 環境政策課 関連課 住宅課、地域コミュニティ課 

施策概要 
・空き家や空き店舗などは、地域活動に活用できる重要なストックであることから、

これらを有効活用し、地域コミュニティ拠点の整備などを目指します。 

 

１ 重要業績評価指標（KPI） 

指標名 単位 

現状 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ１年度 

目標 

実績 実績 実績 実績 実績 実績 

進捗 進捗 進捗 進捗 進捗 進捗 

① 

空き家等を活用した

コミュニティ活動 

事例 

人 

実施 

未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 未実施 

 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 

  ※進捗  Ａ：目標達成に向け、順調に進捗している。 

       Ｂ：やや遅れているが、概ね順調に進捗している。 

       Ｃ：遅れが生じている。このままでは目標の達成が難しい。 
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２ 進捗状況評価（担当課） 

【令和元年度の取組内容と評価】 

担当課 

評 価 

・令和元年度は、空き家の発生予防や空き家の利活用・適正管理を市民に周知・啓

発するため、空き家の適正管理や実家の相続等に関するセミナーを１回、空き家の

適正管理に係る啓発用ＤＶＤを用いた勉強会を３回開催し、合計８０名の参加があ

った。また、セミナー終了後に実施した個別相談会には１３組の参加があった。 

・空き家を所有する市民等からの賃貸・売買・適正管理等の様々な相談に適切に対

応するため、関係機関と連携した相談体制を令和２年度から設けられるよう準備を

進めた。 

Ｂ 

【５年間（平成２７年度～令和元年度）の事業の総括】 

担当課 

評 価 

・平成２７年５月に空家等対策の推進に関する特別措置法が全面施行され、本市に

おいても平成２８年度より「府中市空家等対策協議会」を設置・運営するとともに、

平成３０年度を初年度とする「府中市空家等対策計画」を策定し、本市の空き家対

策の基本方針の制定や実施体制の確立など、空き家対策の推進を図ってきた。 

・空き家の利活用・適正管理に係るセミナー・個別相談会等を継続的に実施するこ

とにより、多くの市民にその重要性を周知・啓発することができた。 

・空き家の有効活用による地域コミュニティ拠点の整備については、他自治体での

実施例などを参考に検討を行っている。 Ｂ 

【令和２年度における取組など】 

・空き家の利活用について、府中市空家等対策計画に則り、空き家対策は所有者等による自己管

理にあるという原則との整合を図りながら進めていく。 

・空き家の利活用・適正管理に係るセミナー・相談会を引き続き実施し、市民の空き家に関する

理解を深め、利活用等につなげていく。 

・空き家の賃貸・売買・適正管理等の相談に対し、関係機関と連携した相談体制により適切に対

応する。 

・空き家を地域資源として活用できるよう、地域コミュニティにおける人材と空き家をマッチン

グする具体的な手法について検討を行う。 

 

  ※評価 Ａ：取組が順調に進展しており、進捗状況は良好である。 

      Ｂ：取組が進展しており、進捗状況は概ね良好である。 

      Ｃ：取組が遅れており、進捗状況は不十分である。 
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３ 進捗状況評価（協議会） 

【担当課評価などに対する意見】 

協議会 

評 価 

・空き家の発生予防や空き家の利活用・適正管理を市民に周知・啓発するためのセミ

ナーや勉強会などを開催し、セミナー終了後の個別相談会を継続して実施されたこと

を評価する。 

・空き家を所有する市民等からの様々な相談に対応し、関係機関と連携した相談体制

の準備が進められ、利活用等につなげていく取り組みにも期待する。 

・空き家等を活用したコミュニティ活動事例は、まだ未実施である。空家を地域資源

として活用できるよう、地域コミュニティにおける人材と空き家をマッチングする具

体的な手法や他自治体での実践例として紹介したリトルワンズの母子家庭を対象に

した居住支援などを参考に検討を行っていくとの事。また、コロナ禍などで始まった

活動としてフードバンクやフードパントリーなどの活動拠点を探していると聞く。今

後様々な空家の利活用の検討を進め、実施されることを期待したい。 

Ｂ 

  ※評価 Ａ：目標の達成に向けて、着実に進んでいる。 

      Ｂ：目標の達成に向けて、概ね進んでいる。 

      Ｃ：目標の達成に向けて、改善や工夫が必要である。 
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